
 

六 ヶ 所 再 処 理 施 設 に お け る 

新 規 制 基 準 に 対 す る 適 合 性 

安全審査 整理資料 

第４７条：通信連絡を行うために必要な設備 

提出年月日 令和３年８月 19 日 Ｒ21 

日本原燃株式会社

1

【公開版】



目 次 

１章 基準適合性 

１．概要 

１．１ 通信連絡を行うために必要な設備の概要 

２．設計方針 

２．１ 通信連絡を行うために必要な設備 

２．２ 多様性，位置的分散 

２．３ 悪影響防止 

２．４ 個数及び容量等 

２．５ 環境条件等 

２．６ 操作性の確保 

２．７ 試験・検査 

３．主要設備及び仕様 

４．系統構成及び主要設備 

５．既許可における有毒ガス防護の対応状況及び妥当性の確認について 

第 47.1 表 通信連絡設備の一覧 

第 47.2 表 代替通信連絡設備の一覧 

第 47.3 表 多様性及び位置的分散（可搬型通話装置） 

第 47.4 表 多様性及び位置的分散（可搬型衛星電話（屋内用）） 

第 47.5 表 多様性及び位置的分散（可搬型トランシーバ（屋内用）） 

第 47.6 表 多様性及び位置的分散（可搬型衛星電話（屋外用）） 

第 47.7 表 多様性及び位置的分散（可搬型トランシーバ（屋外用）） 

第 47.8 表 操作対象機器設置場所 

第 47.9 表 想定する環境条件（外的事象） 

2



第 47.10 表 想定する環境条件（内的事象） 

第 47.11 表 操作対象機器 

第 47.12 表 試験検査 

第 47.1 図 通信設備の系統概要図 

第 47.2 図 代替通信連絡設備の系統概要図 

２章 補足説明資料 

3



 

 

令和３年８月 19 日 R17 

 

 

 

 

 

１章 基準適合性 

 

4



1-1 

「再処理の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「事業指定基

準規則」という）第四十七条では，通信連絡を行うために必要な設備につい

て以下の要求がされている。 

【再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則】 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第四十七条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合において当該再処

理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とすること。 

 

＜適合のための設計方針＞ 

 再処理事業所には，重大事故等が発生した場合において再処理事業所の内

外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備とし

て，通信連絡設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）から

の給電を可能とした設計とする。 
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1.概要 

1.1 通信連絡を行うために必要な設備の概要 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために，通信連絡設備及び代替通信

連絡設備を設ける設計とする。 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とした設計とする。 

通信連絡設備は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備で構成する。 

通信連絡設備の系統概要図を第47-1図に、代替通信連絡設備の系統概要

図を第47-2図に示す。 

 

(1)  再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメータを

再処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連絡設備，所内

データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

ａ．再処理事業所内の通信設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，代替通

話系統を新たに設置する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送する

ための設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である情

報把握計装設備用屋内伝送系統等を新たに設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする
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必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型

通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可

搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を新たに配備

する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送する

ための設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前

処理建屋可搬型情報収集装置等及び「第45条 監視測定設備」の一部を新

たに配備する。 

重大事故等が発生した場合において，代替通信連絡設備へ給電するため

の設備として，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策建屋用発電機を常設

重大事故等対処設備として新たに設置し，「第42条 電源設備」の制御建屋

可搬型発電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機を

可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備へ給電するための設

備として，「第42条 電源設備」の一部である受電開閉設備等を常設重大事

故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所内通信連絡設備のページング装置，所

内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重大事

故等対処設備として位置付ける。 

また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセスデ

ータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を

常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，可搬型通話

装置を接続して使用可能な設計とする。 
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可搬型通話装置は，制御建屋及び外部保管エリアに保管する設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星

電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋及び外部保管エリアに保管する設計

とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハン

ドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配置したアンテナと接続することによ

り，屋内で使用できる設計とする。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星

電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で動作可能

な設計とする。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシー

バ（屋内用）は，「第42条 電源設備」の制御建屋可搬型発電機等又は「第

46条 緊急時対策所」の緊急時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な

設計とする。 

乾電池を用いるものについては７日間以上継続して通話ができる設計

とする。また，充電池を用いるものについては，「第42条 電源設備」の一

部又は及び「第46条 緊急時対策所」の一部にて充電，又は受電すること

で７日間以上継続して通話ができる設計とする。 

(2) 再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメータを

再処理事業所外の必要な場所で共有するために，所外通信連絡設備，所外
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データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，統合原

子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を

設置する 

ａ．再処理事業所外への通信設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，統合原

子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を

設置する 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型

衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を新たに配備する。 

重大事故等が発生した場合において，代替通信連絡設備へ給電するため

の設備として，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策建屋用発電機を常設

重大事故等対処設備として新たに設置する。 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備へ給電するための設

備として，「第42条 電源設備」の一部である受電開閉設備等を常設重大事

故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原

子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備として位置付け
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る。 

設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設備

を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

データ伝送設備は，緊急時対策建屋に設ける設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，緊急時対策建屋及び外部保管エリアに保

管する設計とする。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，制御建屋及び外部保管エリアに保管する

設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備し，

屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計と

する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，緊急時対

策建屋に設ける設計とする。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝

送設備は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策建屋用発電機から受電し，

動作可能な設計とする。 

 可搬型衛星電話（屋内用）は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策建

屋用発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な設計

とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会

議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，
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ＭＯＸ燃料加工施設と共用する 

共用する代替通信連絡設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設にお

ける重大事故等対処に同時に対処することを考慮し，同一の端末を使用す

ること及び十分な数量を確保することで，共用によって重大事故時の対処

に影響を及ぼさない設計とする。 

(3) 通信連絡設備及び代替通信連絡設備の一覧

(ａ) 所内通信連絡設備 

 ページング装置（警報装置を含む。） 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） １式 

 所内携帯電話 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） １式 

専用回線電話 １式 

一般加入電話 １式 

ファクシミリ １式 

(ｂ) 所内データ伝送設備 

プロセスデータ伝送サーバ １式 

放射線管理用計算機  １式 

環境中継サーバ １式 

 総合防災盤 １式 

(ｃ) 所外通信連絡設備 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）  １式 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 
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（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 一般加入電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

 一般携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

 衛星携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

 ファクシミリ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

(ｄ) 所外データ伝送設備 

 データ伝送設備                        １式 

(ｅ) 代替通信連絡設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

代替通話系統                         １式 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼用）

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設と兼

用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                 １式 

 データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用）           １式 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

 可搬型通話装置                        １式 

 可搬型衛星電話（屋内用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 可搬型トランシーバ（屋内用）                 １式 

 可搬型衛星電話（屋外用） 
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（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 可搬型トランシーバ（屋外用）                 １式 
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2.設計方針 

2.1 通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメータを再

処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連絡設備，所内デー

タ伝送設備，所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備

を設ける設計とする。 

所内通信連絡設備として，ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，

一般加入電話及びファクシミリを設ける設計とする。 

所内データ伝送設備として，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計算

機，環境中継サーバ及び総合防災盤を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備として，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議

システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリを

設ける設計とする。 

所外データ伝送設備として，データ伝送サーバを設ける設計とする。 

代替通信連絡設備として，代替通話系統，可搬型通話装置，可搬型衛星電

話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及

び可搬型トランシーバ（屋外用），統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ

会議システム及びデータ伝送設備を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備は，有線回線，無線回線又は衛

星回線による通信回線の多様性を確保した専用通信回線に接続することで，

輻輳等による制限を受けることのない設計とする。 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）から
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の給電を可能とした設計とする。 

 

【第47-1表，第47-2表，補足説明資料2-1,2-3,2-11】 
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2.2 多様性，位置的分散 

「第33条 重大事故等対処設備」の「2.1 多様性，位置的分散，悪影響防

止等（第三十三条第１項第六号，第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」

に示す。 

代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防

災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システ

ム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因によって同時にその機能が損なわ

れるおそれがないよう，「第46 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である

緊急時対策建屋用発電機からの給電により使用することで，電気設備に対し

て多様性を有する設計とする。 

また，有線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通

信回線に接続することで，所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリに対して通信方式の多様性を有する設計とす

る。 

代替通信連絡設備の代替通話系統は，所内通信連絡設備のページング装置

及び所内携帯電話と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれが

ないよう，所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話と異なる系

統構成で使用することで，所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯

電話に対して，独立性を有する設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる所内通信連絡設備のペ

ージング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話，ファクシミリ，

所内データ伝送設備のプロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環

境中継サーバ，総合防災盤，所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電

話，衛星携帯電話，ファクシミリ及び所外データ伝送設備のデータ伝送設備
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は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保により

機能を維持する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電

話，一般加入電話，ファクシミリ，所内データ伝送設備のプロセスデータ伝

送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ，総合防災盤，所外通信連

絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，ファクシミリ及び所

外データ伝送設備のデータ伝送設備と共通要因によって同時にその機能が損

なわれるおそれがないよう，「第42条 電源設備」の電気設備の一部である制

御建屋可搬型発電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋用

発電機，充電池又は乾電池からの給電により使用することで，電気設備に対

して多様性を有する設計とする。 

また，有線回線，無線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保し

た構成の通信回線に接続することで，所内通信連絡設備のページング装置，

所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリ及び所内デー

タ伝送設備のデータ伝送設備に対して通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電

話，一般加入電話，ファクシミリ，所内データ伝送設備のプロセスデータ伝

送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ，総合防災盤，所外通信連

絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入
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電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，ファクシミリ及び所外データ伝送設備

のデータ伝送設備と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれが

ないように，所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線

電話，一般加入電話，ファクシミリ，所内データ伝送設備のプロセスデータ

伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ，総合防災盤，所外通信

連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワ

ークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加

入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，ファクシミリ及び所外データ伝送設

備のデータ伝送設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した

外部保管エリアに保管するとともに，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋及び緊急時対策建屋にも保管することで位置

的分散を図る。前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，

制御建屋及び緊急時対策建屋内に保管する場合は所内通信連絡設備のページ

ング装置，所内携帯電話等が設置される場所と異なる場所に保管することで

位置的分散を図る。 

 

18



2-6 

2.3 悪影響防止 

「第33条 重大事故等対処設備」の「2.1 多様性，位置的分散，悪影響防

止等（第三十三条第１項第六号，第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」

に示す。 

 代替通信連絡設備の代替通話系統は，重大事故等発生前（通常時）の分離

された状態から可搬型通話装置の接続により重大事故等対処設備としての系

統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。  

代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防

災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システ

ム及びデータ伝送設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ

系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。 
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2.4 個数及び容量等 

「第 33 条 重大事故等対処設備」の「2.2 個数及び容量等（第三十三条

第１項第一号）」に示す。 

代替通信連絡設備の代替通話系統は，再処理事業所内の通信連絡をする必

要のある箇所と通信連絡を行うために必要な系統として２系統を有する設計

とする。 

所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般

加入電話及びファクシミリは，再処理事業所内の通信連絡をする必要のある

箇所と通信連絡を行うために必要な回線を所内通信連絡設備として２回線以

上有する設計とする。 

所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防

災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システ

ム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリは，再処

理事業所外の通信連絡をする必要のある箇所と通信連絡を行うために必要な

回線を所外通信連絡設備として２回線以上有する設計とする。 

所内データ伝送設備のプロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，

環境中継サーバ，総合防災盤，所外データ伝送設備のデータ伝送設備及び代

替通信連絡設備のデータ伝送設備は，計測等を行ったパラメータを再処理事

業所内外の必要な場所に必要なデータ量を伝送できる設計とするとともに，

必要な個数としてそれぞれ１台を有する設計とする。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する代替通信連絡設備の統合原子力防災ネット

ワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力

防災ネットワークＴＶ会議システムは，同一の端末を使用する設計とするた

め，再処理事業所外等の通信連絡をする必要のある箇所と通信連絡をするた

めに必要な回線として１回線以上を有する設計とする。 
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再処理事業所内の通信連絡に用いる代替通信連絡設備の可搬型通話装置の

保有数は，必要数として 120 台，予備として故障時のバックアップを 120 台

の合計 240 台以上を確保する。 

再処理事業所内の通信連絡に用いる代替通信連絡設備の可搬型衛星電話

（屋内用）の保有数は，必要数として 13 台，予備として故障時のバックアッ

プを 13 台の合計 26 台以上を確保する。 

再処理事業所内の通信連絡に用いる代替通信連絡設備の可搬型トランシー

バ（屋内用）の保有数は，必要数として８台，予備として故障時のバックア

ップを８台の合計 16 台以上を確保する。 

再処理事業所内の通信連絡に用いる代替通信連絡設備の可搬型衛星電話

（屋外用）の保有数は，必要数として 29 台，予備として故障時のバックアッ

プを 29 台の合計 58 台以上を確保する。 

再処理事業所内の通信連絡に用いる代替通信連絡設備の可搬型トランシー

バ（屋外用）の保有数は，必要数として 39 台，予備として故障時のバックア

ップを 39 台の合計 78 台以上を確保する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業所外への通信連絡に用いる代替

通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数として３台，

予備として故障時のバックアップを３台の合計６台以上を確保する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業所外への通信連絡に用いる代替

通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数として１台，

予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。 

代替通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外

用）は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，

同一の端末を使用する設計とする。 
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2.5 環境条件等 

「第33条 重大事故等対処設備」の「2.3 環境条件等（第三十三条第１項

第二号，第七号，第３項第三号，第四号）」に示す。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替通信連絡設備の代替通

話系統，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ

伝送設備は，「第33条 重大事故等対処設備 （2.5) 地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損な

わない設計とする。 

所内通信連絡設備の専用回線電話，一般加入電話，ファクシミリ，所内デ

ータ伝送設備のプロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継

サーバ，総合防災盤，代替通信連絡設備の代替通話系統，統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子

力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，制御建屋及び緊急時対策建屋に設置し，風（台風）等により機能

を損なわない設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる所内通信連絡設備の専

用回線電話，一般加入電話，ファクシミリ，所内データ伝送設備のプロセス

データ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ，総合防災盤，所

外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，ファクシミ

リ及び所外データ伝送設備のデータ伝送設備は，地震等により機能が損なわ

れる場合，代替設備による機能の確保により機能を維持する設計とする。 

代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防
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災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システ

ム及びデータ伝送設備は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及

び被水防護する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，

精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建

屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋，第１保管庫・

貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわ

ない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替通信連絡設備の可搬型

通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬

型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，「第33条 重大

事故等対処設備 (５) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，溢水量及びを化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さ

への保管，被水防護及び被液防護する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，内部発生飛散物の影響を考慮し，前処理建屋，分離建屋，精製建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋，第１保管庫・貯水

所及び第２保管庫・貯水所の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管す
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ることにより，機能を損なわない設計する。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，火山の影響（降下火砕物による積載荷重）に対して除灰する手順

を整備する。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置は，想定される重大事故等が発生した

場合においても設置及び常設設備との接続に支障がないように，線量率の高

くなるおそれの少ない場所を選定することで，当該設備の設置及び常設設備

との接続が可能な設計とする。 
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2.6 操作性の確保 

基本方針については，「第33条 重大事故等対処設備」の「2.4 操作性及

び試験・検査性（第三十三条第１項第三号，第四号，第五号，第３項第一号，

第五号）」に示す。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置と代替通話系統との接続は，コネクタ

接続に統一することにより，速やかに，容易，かつ，確実に現場での接続が

可能な設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋

内用）における機器同士の接続は，コネクタ接続に統一することにより，速

やかに，容易，かつ，確実に現場での接続が可能な設計とする。 
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2.7 試験・検査 

「第 33 条 重大事故等対処設備」の「2.4 操作性及び試験・検査性（第三

十三条第１項第三号，第四号，第五号，第３項第一号，第五号）」に示す。 

 所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般

加入電話，ファクシミリ，所内データ伝送設備のプロセスデータ伝送サーバ，

放射線管理用計算機，環境中継サーバ，総合防災盤，所外通信連絡設備の一

般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，ファクシミリ，所外データ伝送

設備のデータ伝送設備，代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネット

ワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，再処理施設の運転中又は停

止中に機能，性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トラ

ンシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，再処理施設の運転中又は停止中に独立して機能，性能及び外観の

確認が可能な設計とする。 

また，代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，保管数量及び保管状態を定期的に確認する。 

乾電池を用いるものについては，定期的に乾電池を交換する。充電池を用い

るものについては，定期的に充電を行う。 
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3.主要設備及び仕様 

 通信連絡を行うために必要な設備の仕様を第47-1表，第47-2表に示す。 
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4.系統構成及び主要設備 

（１） 再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，代替通話系

統を新たに設置する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送するため

の設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である情報把握

計装設備用屋内伝送系統を新たに設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型通話

装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を新たに配備する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送するため

の設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建

屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備

の一部及び代替気象観測設備の一部を新たに配備する。 

重大事故等が発生した場合において，代替通信連絡設備へ給電するための

設備として，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対

策建屋用発電機を常設重大事故等対処設備として設置し，「第42条 電源設

備」の電気設備の一部である制御建屋可搬型発電機並びに使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機を可搬型重大事故等対処設備として新たに

配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所内通信連絡設備のページング装置，所内

携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重大事故等

対処設備として位置付ける。 
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また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセスデー

タ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を常設

重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内において，必要な連絡を

行う際に使用するものであり，屋内にあらかじめ敷設してあるケーブル，接

続盤及び接続盤内の接続口で構成される系統である。 

代替通話系統は，常設重大事故等対処設備として前処理建屋，分離建屋，

精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化

建屋に２系統設け，可搬型通話装置を接続して使用可能な設備である。 

可搬型通話装置は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内で必要な連絡を行う際

に使用するものであり，可搬型通話装置の端末を代替通話系統に接続するこ

とで，代替通話系統を通じて可搬型通話装置の端末間で通信連絡を行うこと

ができる設備である。 

可搬型通話装置は，可搬型重大事故等対処設備として制御建屋及び外部保

管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電

話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，中央制御室，緊急時対

策所，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに屋外間で連絡を

行う際に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行

う設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電

話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，可搬型重大事故等対処

設備として使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋及び外
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部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハンド

セットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋

内で使用できる設備である。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電

話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で動作可能な設

備である。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋

内用）は，「第42条 電源設備の」の電気設備の一部である制御建屋可搬型発

電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機又は「第46条 

緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋用発電機から受

電し，動作可能な設備である。 

乾電池を用いる設備は，７日間以上継続して通話が可能な設備である。ま

た，充電池を用いる設備は，「第42条 電源設備」の電気設備の一部である制

御建屋可搬型発電機又は「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部で

ある緊急時対策建屋用発電機にて充電，又は受電することで７日間以上継続

して通話が可能な設備である。 

再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等対処設

備として以下の所内通信連絡設備，所内データ伝送設備及び代替通信連絡設

備で構成する。 

 ａ．所内通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

ページング装置（設計基準対象の施設と兼用） 

所内携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 
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専用回線電話（設計基準対象の施設と兼用） 

一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

 

 ｂ．所内データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

プロセスデータ伝送サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

放射線管理用計算機（設計基準対象の施設と兼用） 

環境中継サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

総合防災盤（設計基準対象の施設と兼用） 

 

 ｃ．代替通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

代替通話系統 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型通話装置 

可搬型衛星電話（屋内用） 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

可搬型衛星電話（屋外用） 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必要な

パラメータを再処理事業所内の必要な場所で共有するための通信設備として，

「(１)ａ．所内通信連絡設備」，「(１)ｂ．所内データ伝送設備」及び「(１)

ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 
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具体的には，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建

屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備

の一部及び代替気象観測設備の一部が配備されるまでは，代替通話系統，可

搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を使用する。 

「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建屋可搬型情

報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備の一部及び

代替気象観測設備の一部が配備された後は，計測等を行った重大事故等の対

処に必要なパラメータを「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部であ

る前処理建屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタ

リング設備の一部及び代替気象観測設備の一部にて共有する。 

 

（２） 再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，統合原子力

防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統

合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型衛星

電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を新たに配備する。 

重大事故等が発生した場合において，代替通信連絡設備へ給電するための

設備として，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対

策建屋用発電機を常設重大事故等対処設備として設置する。 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備へ給電するための設備

として，「第42条 電源設備」の電気設備の一部である受電開閉設備等を常設
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重大事故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災ネット

ワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯

電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設備を常

設重大事故等対処設備として位置付ける。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，専用回線を介

して再処理事業所外へ通信連絡を行うために使用するものであり，常設重大

事故等対処設備として緊急時対策建屋に新たに設置する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うために使

用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う設備であ

る。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，可搬型重大事故等対処設備として，緊急時

対策建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うために使

用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う設備であ

る。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，可搬型重大事故等対処設備として，制御建

屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備し，屋

外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用可能な設備である。 

データ伝送設備は，再処理事業所外の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）

へ必要なデータを伝送するための設備であり，常設重大事故等対処設備とし
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て緊急時対策建屋に新たに設置する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設

備は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋

用発電機から受電することにより動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の

一部である緊急時対策建屋用発電機から受電することにより動作可能な設備

である。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な設備で

ある。 

再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等対処

設備として以下の所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡

設備で構成する。 

再処理事業所外への通信設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩＰ電

話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外

用）は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

 ａ．所外通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用） 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼用） 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設と兼

用） 

一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

一般携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 
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衛星携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｂ．所外データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｃ．代替通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用）（ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用） 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼用）

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設と兼

用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 (b) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型衛星電話（屋内用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

可搬型衛星電話（屋外用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必要な

パラメータを再処理事業所外の必要な場所で共有する通信設備として，

「(２)ａ．所外通信連絡設備」，「(２)ｂ．所外データ伝送設備」及び「(２)

ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建

屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備

の一部及び代替気象観測設備の一部が配備されるまでは，可搬型衛星電話（屋

内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）を使用する。 
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「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建屋可搬型情

報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備の一部及び

代替気象観測設備の一部が配備された後は，計測等を行った重大事故等の対

処に必要なパラメータをデータ伝送設備にて送信し，共有する。
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5. 既許可における有毒ガス防護の対応状況及び妥当性の確認について 

規則改正により，事業指定基準規則 第20条（制御室等）及び第26条（緊急

時対策所）において，有毒ガスが発生した場合に運転員及び緊急時対策所の

指示要員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発生源に対し，有

毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出し

た場合に制御室及び緊急時対策所で自動的に警報するための装置（以下，「有

毒ガスの発生を検出する装置及び警報装置」という。）の設置が追加で要求さ

れている。 

また，技術的能力審査基準において，有毒ガス発生時の重大事故等に対処

する要員の防護に関して，吸気中の有毒ガス濃度を基準値以下とするための

手順と体制の整備，予期せず発生する有毒ガスへの対策等の具体的要求事項

が追加されている。 

ここでは，第47条（通信連絡を行うために必要な設備）に係る既許可の防

護対策等に対して，改めて考慮すべき事項の有無，既許可で考慮していた事

項の妥当性の確認を行う。 

なお，追加要求事項に対する対応が必要な事項及び記載の適正化・明確化

が必要な事項について，整理資料へ反映する場合は，本整理資料の該当する

箇所へ反映を行う。 

【補足説明資料２-14】 
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第 47.1 表(1) 通信連絡設備の一覧 

設備名称 主要設備 設置又は保管場所 駆動電源 通信回線 個数 

通信連絡設備 

所内通信連絡設備 

ページング装置 

前処理建屋 
分離建屋 
精製建屋 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 
高レベル廃液ガラス固化建屋 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

ユーティリティ建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 

非常用所内電源 

無停電交流電源 

蓄電池 
有線 9 

所内携帯電話 
ユーティリティ建屋 

低レベル廃棄物処理建屋 
制御建屋 

蓄電池 無線 3 

専用回線電話 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

制御建屋 
緊急時対策建屋 

充電池 有線 3 

一般加入電話 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

制御建屋 
通信事業者回線

から給電 有線 2 

ファクシミリ 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

制御建屋 
無停電交流電源 有線 2 

所内データ伝送設備 

プロセスデータ伝送サーバ 制御建屋 無停電交流電源 有線 1 

放射線管理用計算機 制御建屋 無停電交流電源 有線 1 

環境中継サーバ 緊急時対策建屋 無停電交流電源 有線，無線 1 

総合防災盤 制御建屋 無停電交流電源 有線 1 

 

 

38



第 47.1 表(2) 通信連絡設備の一覧 

設備名称 主要設備 設置場所 駆動電源 通信回線 個数 

通信連絡設備 
所外通信連絡設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

一般加入電話 
制御建屋 

緊急時対策建屋 

通信事業者回線

から給電 

有線 

（通信事業者回線） 
6 

一般携帯電話 緊急時対策建屋 充電池 
無線 

（通信事業者回線） 
2 

衛星携帯電話 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
無停電交流電源 

衛星 

（通信事業者回線） 
24 

ファクシミリ 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
無停電交流電源 

有線 

（通信事業者回線） 
2 

所外データ伝送設備 データ伝送設備 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 
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第 47-2 表 代替通信連絡設備の一覧 
設備名称 主要設備 設置又は保管場所 通信場所 駆動電源 通信回線 個数(2） 

代替通信

連絡設備 

代替通話系統 

前処理建屋 
分離建屋 
精製建屋 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 
高レベル廃液ガラス固化建屋 

再処理事業所内 － 有線 2 系統 

可搬型通話装置 
制御建屋 

外部保管エリア 
再処理事業所内 乾電池 有線 240 

可搬型衛星電話（屋内用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 

充電池 
緊急時対策建屋用発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機 
制御建屋可搬型発電機 

衛星 
（通信事業者回線） 

26 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 

充電池 
緊急時対策建屋用発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機 
制御建屋可搬型発電機 

無線 16 

可搬型衛星電話（屋外用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 充電池 
衛星 

（通信事業者回線） 
58 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 充電池 無線 78 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話(1) 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ(1) 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム(1) 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

可搬型衛星電話（屋内用）(1) 緊急時対策建屋 

外部保管エリア 
再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 

衛星 

（通信事業者回線） 
6 

可搬型衛星電話（屋外用）(1) 制御建屋 

外部保管エリア 
再処理事業所外 充電池 

衛星 

（通信事業者回線） 
2 

データ伝送設備 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

注記 (1)の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

(2)の個数は，故障時バックアップを含む。  
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第47.3表 多様性及び位置的分散（代替通話系統，可搬型通話装置） 

項目※１ 

設計基準の範囲で使用する設備 重大事故等対処設備 

所内通信連絡設備 
代替通話系統 

可搬型通話装置 
ページング装置 所内携帯電話 

主要設備※２ 

制御装置※３ 交換機※４ 
代替通話系統 

可搬型通話装置 

前処理建屋地上5階 

分離建屋地上2階 

精製建屋地下2階 

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋地上2階 

高ﾚﾍﾞﾙ廃液ｶﾞﾗｽ固化建屋地上2階 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋地下1階 

制御建屋地下2階 

制御建屋地下1階 

前処理建屋各階(代替通話系統) 

分離建屋各階(代替通話系統) 

精製建屋各階(代替通話系統) 

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋各階(代替通話系統) 

高ﾚﾍﾞﾙ廃液ｶﾞﾗｽ固化建屋各階(代替通話系統) 

制御建屋地上3階(可搬型通話装置) 

外部保管エリア(可搬型通話装置) 

駆動電源※５ 

非常用母線 

無停電交流電源 

蓄電池 

蓄電池 
乾電池 

(可搬型通話装置のみ) 

各現場建屋 制御建屋地下1階 
上記と同じ 

（可搬型通話装置に内蔵） 

※１：設計基準の範囲で使用する設備及び重大事故等対処設備のうち代替通話系統は常設設備として，重大事故等対処設備のうち可搬型通話装置は可搬型設備を示す。 

※２：主要設備は，設計基準の範囲で使用する設備及び重大事故等対処設備のうち代替通話系統は設置場所，重大事故等対処設備のうち可搬型通話装置は保管場所を示す。 

※３：ページング装置の制御装置は，上記建屋の他，低レベル廃液処理建屋, ハル・エンドピース貯蔵建屋, 出入管理建屋, ウラン脱硝建屋, 低レベル廃棄物処理建屋等に 

設置。 

※４：所内携帯電話の交換機は，上記建屋の他，低レベル廃棄物処理建屋, ユーティリティ建屋等に設置。 

※５：駆動電源は，設計基準の範囲で使用する設備及び重大事故等対処設備のうち代替通話系統は設置場所，重大事故等対処設備のうち可搬型通話装置は保管場所を示す。 
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第47.4表 多様性及び位置的分散（可搬型衛星電話（屋内用）） 

項目※１ 

設計基準の範囲で使用する設備 重大事故等対処設備 

所内通信連絡設備 所外通信連絡設備 
可搬型衛星電話 

（屋内用） 
ページング装置 所内携帯電話 専用回線電話 

一般加入電話， 

ファクシミリ 

一般加入電話，一般携帯電話， 

衛星携帯電話，ファクシミリ 

主要設備※

２ 

制御装置※３ 交換機※４ 専用回線電話 
①一般加入電話 

②ファクシミリ 

①一般加入電話 

②一般携帯電話 

③衛星携帯電話 

④ファクシミリ 

可搬型衛星電話 

（屋内用） 

前処理建屋地上5階 

分離建屋地上2階 

精製建屋地下2階 

制御建屋地下2階 

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋

地上2階 

高ﾚﾍﾞﾙ廃液ｶﾞﾗｽ固化建屋地

上2階 

使用済燃料受入れ・貯蔵管

理建屋地下1階 

制御建屋地下1階 

使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋地上2階 

制御建屋地上1階 

緊急時対策建屋地下

2階 

①使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，制御建屋 

②使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，制御建屋 

①制御建屋，緊急時対策建屋 

②緊急時対策建屋 

③制御建屋，緊急時対策建屋 

④制御建屋，緊急時対策建屋 

使用済燃料受入れ・貯蔵 

建屋地上1階 

制御建屋地上3階 

緊急時対策建屋地下1階 

外部保管エリア 

駆動電源※

５ 

非常用母線 

無停電交流電源 

蓄電池 

蓄電池 ― ②無停電交流電源 
③無停電交流電源 

④無停電交流電源 

充電池 

制御建屋可搬型発電機 

使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設可搬型発電

機 

緊急時対策建屋用発電機 

各現場建屋 制御建屋地下1階 ― 
使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，制御建屋 
各現場建屋 屋外 

※１：設計基準の範囲で使用する設備は常設設備を示す。 

※２：主要設備は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，可搬型重大事故等対処設備は保管場所を示す。 

※３：ページング装置の制御装置は，上記建屋の他，低レベル廃液処理建屋, ハル・エンドピース貯蔵建屋, 出入管理建屋, ウラン脱硝建屋, 低レベル廃棄物処理建屋等に 

設置。 

※４：所内携帯電話の交換機は，上記建屋の他，低レベル廃棄物処理建屋, ユーティリティ建屋等に設置。 

※５：駆動電源は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，可搬型重大事故等対処設備は保管場所を示す。 
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第47.5表 多様性及び位置的分散（可搬型トランシーバ（屋内用）） 

項目※１ 

設計基準の範囲で使用する設備 重大事故等対処設備 

所内通信連絡設備 
可搬型トランシーバ 

（屋内用） 
ページング装置 所内携帯電話 専用回線電話 

一般加入電話， 

ファクシミリ 

主要設備※

２ 

制御装置※３ 交換機※４ 専用回線電話 
①一般加入電話 

②ファクシミリ 

可搬型トランシーバ 

（屋内用） 

前処理建屋地上5階 

分離建屋地上2階 

精製建屋地下2階 

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋地上2階 

高ﾚﾍﾞﾙ廃液ｶﾞﾗｽ固化建屋地上2階 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋

地下1階 

制御建屋地下2階 

制御建屋地下1階 

 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

地上2階 

制御建屋地上1階 

緊急時対策建屋地下2階 

①使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋，制御建屋 

②使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋，制御建屋 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上1階 

制御建屋地下1階 

緊急時対策建屋地下1階 

外部保管エリア 

駆動電源※

５ 

非常用母線 

無停電交流電源 

蓄電池 

蓄電池 ― ②無停電交流電源 

充電池 

制御建屋可搬型発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設 

可搬型発電機 

緊急時対策建屋用発電機 

各現場建屋 制御建屋地下1階 ― 
使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋，制御建屋 
屋外 

※１：設計基準の範囲で使用する設備は常設設備として，重大事故等対処設備は可搬型設備を示す。 

※２：主要設備は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，重大事故等対処設備は保管場所を示す。 

※３：ページング装置の制御装置は，上記建屋の他，低レベル廃液処理建屋, ハル・エンドピース貯蔵建屋, 出入管理建屋, ウラン脱硝建屋, 低レベル廃棄物処理建屋等に 

設置。 

※４：所内携帯電話の交換機は，上記建屋の他，低レベル廃棄物処理建屋, ユーティリティ建屋等に設置。 

※５：駆動電源は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，重大事故等対処設備は保管場所を示す。 
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第47.6表 多様性及び位置的分散（可搬型衛星電話（屋外用）） 

項目※１ 

設計基準の範囲で使用する設備 重大事故等対処設備 

所内通信連絡設備 所外通信連絡設備 
可搬型衛星電話 

（屋外用） 
ページング装置 所内携帯電話 一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話 

主要設備※２ 

制御装置※３ 交換機※４ 

①一般加入電話 

②一般携帯電話 

③衛星携帯電話 

可搬型衛星電話 

（屋外用） 

前処理建屋地上5階 

分離建屋地上2階 

精製建屋地下2階 

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋地上2階 

高ﾚﾍﾞﾙ廃液ｶﾞﾗｽ固化建屋地上2階 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋地下1階 

制御建屋地下2階 

制御建屋地下1階 

①使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御 

建屋，緊急時対策建屋  

②緊急時対策建屋 

③制御建屋，緊急時対策建屋 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

地上1階 

制御建屋地上3階 

緊急時対策建屋地下1階 

外部保管エリア 

駆動電源※５ 

非常用母線 

無停電交流電源 

蓄電池 

蓄電池 ③無停電交流電源 充電池 

各現場建屋 制御建屋地下1階 各現場建屋 
上記と同じ 

（端末に内蔵） 

※１：設計基準の範囲で使用する設備は常設設備として，重大事故等対処設備は可搬型設備を示す。 

※２：主要設備は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，重大事故等対処設備は保管場所を示す。 

※３：ページング装置の制御装置は，上記建屋の他，低レベル廃液処理建屋, ハル・エンドピース貯蔵建屋, 出入管理建屋, ウラン脱硝建屋, 低レベル廃棄物処理建屋等に 

設置。 

※４：所内携帯電話の交換機は，上記建屋の他，低レベル廃棄物処理建屋, ユーティリティ建屋等に設置。 

※５：駆動電源は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，重大事故等対処設備は保管場所を示す。 
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第47.7表 多様性及び位置的分散（可搬型トランシーバ（屋外用）） 

項目※１ 

設計基準の範囲で使用する設備 重大事故等対処設備 

所内通信連絡設備 
可搬型トランシーバ 

（屋外用） 
ページング装置 所内携帯電話 

主要設備※２ 

制御装置※３ 交換機※４ 
可搬型トランシーバ 

（屋外用） 

前処理建屋地上5階 

分離建屋地上2階 

精製建屋地下2階 

制御建屋地下2階 

ｳﾗﾝ･ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ混合脱硝建屋地上2階 

高ﾚﾍﾞﾙ廃液ｶﾞﾗｽ固化建屋地上2階 

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋地下1階 

制御建屋地下1階 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上1階 

制御建屋地下1階 

緊急時対策建屋地下1階 

外部保管エリア 

駆動電源※５ 

非常用母線 

無停電交流電源 

蓄電池 

蓄電池 充電池 

各現場建屋 制御建屋地下1階 
上記と同じ 

（端末に内蔵） 

※１：設計基準の範囲で使用する設備は常設設備として，重大事故等対処設備は可搬型設備を示す。 

※２：主要設備は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，重大事故等対処設備は保管場所を示す。 

※３：ページング装置の制御装置は，上記建屋の他，低レベル廃液処理建屋, ハル・エンドピース貯蔵建屋, 出入管理建屋, ウラン脱硝建屋, 低レベル廃棄物処理建屋等に 

設置。 

※４：所内携帯電話の交換機は，上記建屋の他，低レベル廃棄物処理建屋, ユーティリティ建屋等に設置。 

※５：駆動電源は，設計基準の範囲で使用する設備は設置場所，重大事故等対処設備は保管場所を示す。  
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第47.8表 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置・保管場所 操作場所 

代替通話系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理建屋 

地下４階 

前処理建屋 

地下４階 

前処理建屋 

地下３階 

前処理建屋 

地下３階 

前処理建屋 

地下２階 

前処理建屋 

地下２階 

前処理建屋 

地下１階 

前処理建屋 

地下１階 

前処理建屋 

地上１階 

前処理建屋 

地上１階 

前処理建屋 

地上２階 

前処理建屋 

地上２階 

前処理建屋 

地上３階 

前処理建屋 

地上３階 

前処理建屋 

地上４階 

前処理建屋 

地上４階 

前処理建屋 

地上５階 

前処理建屋 

地上５階 

分離建屋 

地下２階 

分離建屋 

地下２階 

分離建屋 

地下１階 

分離建屋 

地下１階 

分離建屋 

地上１階 

分離建屋 

地上１階 

分離建屋 

地上２階 

分離建屋 

地上２階 

分離建屋 

地上３階 

分離建屋 

地上３階 

分離建屋 

地上４階 

分離建屋 

地上４階 

精製建屋 

地下３階 

精製建屋 

地下３階 

精製建屋 

地下２階 

精製建屋 

地下２階 

精製建屋 

地下１階 

精製建屋 

地下１階 

精製建屋 

地上１階 

精製建屋 

地上１階 

精製建屋 

地上２階 

精製建屋 

地上２階 

精製建屋 

地上３階 

精製建屋 

地上３階 

精製建屋 

地上４階 

精製建屋 

地上４階 

精製建屋 

地上５階 

精製建屋 

地上５階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下２階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下２階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上２階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 高レベル廃液ガラス固化建屋 
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機器名称 設置・保管場所 操作場所 

代替通話系統 地下４階 地下４階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下３階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下３階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上２階 

可搬型通話装置 

制御建屋地上３階 

外部保管エリア 

前処理建屋 

地下４階～地上５階 

分離建屋 

地下２階～地上４階 

精製建屋 

地下３階～地上５階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下２階～地上２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下４階～地上２階 

可搬型衛星電話（屋内用） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

地上１階，２階 

外部保管エリア 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 

緊急時対策建屋地下１階 

屋外 

制御建屋地上３階 

外部保管エリア 

制御建屋地上１階 

屋外 

可搬型トランシーバ（屋内

用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

地上１階，２階 

外部保管エリア 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 

緊急時対策建屋地下１階 

屋外 

制御建屋地下１階 

外部保管エリア 

制御建屋地上１階 

屋外 

可搬型衛星電話（屋外用） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上１階 

外部保管エリア 
屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

制御建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

可搬型トランシーバ（屋外

用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上１階 

外部保管エリア 
屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

制御建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話 
緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ 
緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム 
緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

データ伝送設備 緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

ページング装置 制御建屋地下２階 

 

制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地上１階 緊急時対策建屋地上１階 
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機器名称 設置・保管場所 操作場所 

所内携帯電話 
低レベル廃棄物処理建屋地上３階 低レベル廃棄物処理建屋地上３階 

ユーティリティ建屋地下１階 ユーティリティ建屋地下１階 

制御建屋地下１階 制御建屋地下１階 

緊急時対策所地上１階 緊急時対策所地上１階 

専用回線電話 
制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

一般加入電話 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

ファクシミリ 制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

プロセスデータ伝送サーバ 
制御建屋地下１階 制御建屋地下１階 

放射線管理用計算機 
制御建屋地下１階 制御建屋地下１階 

環境中継サーバ 緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

総合防災盤 
制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

一般携帯電話 緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

衛星携帯電話 
制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 
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第47-9表 想定する環境条件（外的事象） 

環境条件 対 応 

重大事故等時の環境

条件（温度，圧力，

湿度，放射線） 

蒸発乾固，水素爆発及び使用済燃料貯蔵槽等の冷却等の機能の喪失における温度，

圧力，湿度，放射線を考慮する。 

 

地震 

・「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価」に基づく地盤に設置する。 

・「地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づき，機能を損

なわない設計とする。 

津波 立地的要因により到達しない。 

風（台風） 風（台風）の荷重を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

竜巻 竜巻の荷重を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

凍結 凍結を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

高温 高温を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

降水 降水を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

積雪 
積雪の荷重を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

除雪する手順を整備する。 

落雷 落雷を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

火山の影響 

・降下火砕物による積載荷重を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計

とする。 

・清掃及び除灰する手順を整備する。 

生物学的現象 生物学的事象を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

森林火災 森林火災を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

草原火災 使用条件に影響を与えない。 
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塩害 塩害を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

干ばつ 使用条件に影響を与えない。 

湖若しくは川の水位

降下 
使用条件に影響を与えない。 

有毒ガス 有毒ガスを考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

化学物質の漏えい 化学物質の漏えいを考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

電磁的障害 電磁波により機能を損なわない設計とする。 

近隣工場等の火災 近隣工場棟の火災を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

爆発 爆発を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する設計とする。 

航空機落下 
航空機落下を考慮して設計した建屋内に設置又は保管する。 
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第47-10表 想定する環境条件（内的事象） 

環境条件 対 応 

重大事故時の環境条

件（温度，圧力，湿

度，放射線） 

臨界，蒸発乾固，水素爆発，TBP等の錯体の急激な分解反応及び使用済燃料貯蔵槽

等の冷却等の機能の喪失による温度，圧力，湿度，放射線を考慮する。 

地震 

・「第31条 地震による損傷の防止」に基づく設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

 

津波 立地的要因により到達しない。 

風（台風） 
・風（台風）の風荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

竜巻 
・竜巻の風荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

凍結 
・凍結を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

高温 
・高温を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

降水 
・降水を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

積雪 
・積雪による積載荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

落雪 
・落雷を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

火山の影響 
・降下火砕物による積載荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

生物学的事象 生物学的事象を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

森林火災 
・森林火災を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・代替設備により必要な機能を確保する。 

草原火災 使用条件に影響を与えない。 
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塩害 塩害を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

干ばつ 使用条件に影響を与えない。 

湖若しくは川の水位

降下 
使用条件に影響を与えない。 

有毒ガス 有毒ガスを考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

化学物質の漏えい 化学物質の漏えいを考慮して設計した建屋内に設置する。 

電磁的障害 電磁波により機能を損なわない設計とする。 

近隣工場等の火災 近隣工場等の火災を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

爆発 爆発を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

航空機落下 
・航空機落下を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 
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第47-11表 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

代替通話系統 端子接続 人力接続 

・前処理建屋内 

・分離建屋内 

・精製建屋内 

・ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋内 

・高レベル廃液ガラス固化建屋内 

可搬型通話装置 

― 運搬・設置 ・制御建屋内 

端子接続 人力接続 

・前処理建屋内 

・分離建屋内 

・精製建屋内 

・ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋内 

・高レベル廃液ガラス固化建屋内 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 

可搬型衛星電話（屋

内用） 

― 運搬・設置 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

可搬型トランシーバ

（屋内用） 

― 運搬・設置 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

可搬型衛星電話（屋

外用） 

― 運搬 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 ・屋外 

可搬型トランシーバ

（屋外用） 

― 運搬 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 ・屋外 

統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 ・緊急時対策建屋 

統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 ・緊急時対策建屋 

統合原子力防災ネッ

トワークＴＶ会議シ

ステム 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 ・緊急時対策建屋 

データ伝送設備 切替 スイッチ操作 
・緊急時対策建屋 

 

ページング装置 
起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 
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機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

所内携帯電話 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・前処理建屋 

・分離建屋 

・精製建屋 

・ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 

・高レベル廃液ガラス固化建屋 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・ユーティリティ建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・非常用電源建屋 

専用回線電話 起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

一般加入電話 
起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

ファクシミリ 
起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

プロセスデータ伝送

サーバ 
常時通信状態 ― ― 

放射線管理用計算機 
常時通信状態 ― ― 

環境中継サーバ 
常時通信状態 ― ― 

総合防災盤 常時通信状態 ― ― 

一般携帯電話 起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・緊急時対策建屋 

衛星携帯電話 起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 
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第47-12表 試験検査 

設備 施設の状態 項目 内容 

代替通話系統 

可搬型通話装置 

運転中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

可搬型衛星電話 

（屋内用）, 

可搬型衛星電話 

（屋外用） 

運転中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

可搬型トランシー

バ（屋内用）, 

可搬型トランシー

バ（屋外用） 

運転中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電

話，統合原子力防災

ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子

力防災ネットワー

クＴＶ会議システ

ム 

運転中 

機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

データ伝送設備 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

ページング装置 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

所内携帯電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 
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設備 施設の状態 項目 内容 

専用回線電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

一般加入電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

ファクシミリ 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

プロセスデータ伝

送サーバ 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

放射線管理用計算

機 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

環境中継サーバ 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

総合防災盤 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

一般携帯電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 
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設備 施設の状態 項目 内容 

衛星携帯電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 
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第 47.１図 通信連絡設備の系統概要図 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 緊急時対策建屋

再処理事業所外再処理事業所

【凡例】

：通信の流れ

：データの流れ

※1：国の緊急時対策支援システム

再処理事業所内 再処理事業所外

ページング装置

所内携帯電話

専用回線電話

一般加入電話

衛星携帯電話

ファクシミリ

環境中継サーバ

一般携帯電話

データ伝送設備

統合原子力防災ネットワー
ク（ＩＰ電話，ＩＰ－ＦＡＸ，ＴＶ

会議システム）

ページング装置

所内携帯電話

専用回線電話

一般加入電話

衛星携帯電話

ファクシミリ

プロセスデータ伝送サーバ

総合防災盤

放射線管理用計算機

ページング装置

所内携帯電話

専用回線電話

ページング装置

所内携帯電話

その他関係箇所

自治体（青森県等）

データセンター

（ERSS※1原子力
規制委員会）

緊急時対応センター
（原子力規制委員会）

オフサイトセンター

一般加入電話

ファクシミリ

制御建屋

現場（屋内及び屋外）
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補２－１４－１ 

 

既許可における有毒ガス防護の対応状況及び妥当性の確認 

 

１．はじめに 

再処理施設に対する有毒ガスの影響及び防護対策については，新規制基

準適合性審査における事業変更許可（以下「既許可」という）において考

慮している事項である。 

一方，規則改正により，事業指定基準規則 第 20 条（制御室等）及び第

26 条（緊急時対策所）において，有毒ガスが発生した場合に運転員及び緊

急時対策所の指示要員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発

生源に対し，有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガ

スの発生を検出した場合に制御室及び緊急時対策所で自動的に警報するた

めに装置（以下，「有毒ガスの発生を検出する装置及び警報装置」という）

の設置が追加で要求されている。 

また，技術的能力審査基準において，有毒ガス発生時の重大事故等に対

処する要員の防護に関して，吸気中の有毒ガス濃度を基準値以下とするた

めの手順と体制の整備，予期せず発生する有毒ガスへの対策等の具体的要

求事項が追加されている。 

上記に関しては，規則改正にあわせて，有毒ガス防護に係る影響評価ガ

イド（以下「影響評価ガイド」という）が策定されており，人体影響の観

点から，有毒ガスが施設の安全性を確保するために必要な要員の対処能力

に影響を与えないことを評価するための方法やとるべき対策が具体化され

ている。 

ここでは，影響評価ガイドを参考とし，第 47 条（通信連絡を行うため

に必要な設備）に係る既許可の防護対策等に対して，改めて考慮すべき事

項の有無についての確認を行い，既許可で考慮していた事項の妥当性の確
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補２－１４－２ 

 

認を行う。 

 

２．有毒ガス防護に係る既許可の設計方針 

影響評価ガイドで規定されている発生源，防護対象者，検知手段及び防

護対策の４つの観点で以下のとおり整理した。 

（１）発生源 

第 47 条(通信連絡を行うために必要な設備)は，通信連絡を行うために

必要な設備が対象であるため，発生源に係る記載はない。 

 

（２）防護対象者 

第 47 条(通信連絡を行うために必要な設備)は，通信連絡を行うために

必要な設備が対象であるため，防護対象者に係る記載はない。 

 

（３）検知手段 

再処理事業所内外で有毒ガスが発生した場合，通信連絡を行うために必

要な設備として，通信連絡設備及び代替通信連絡設備を使用することによ

り，再処理事業所内の必要箇所に情報伝達できる設計としている。 

通信連絡設備については，「第 27 条 通信連絡設備」を重大事故等対処

設備として兼用することから，検知手段に係る既許可の設計方針は，「安全

審査 整理資料 第 27 条：通信連絡設備」の「補足説明資料 2-16 既許可

における有毒ガス防護の対応状況及び妥当性の確認」に記載の通りである。 

代替通信連絡設備は，通信連絡設備が使用出来ない場合に，代替通信連

絡設備を用いた通信連絡をする手順に着手し，以下の代替通信連絡設備を

使用することで有毒ガスの発生を検知できる設計としている。 

代替通信連絡設備は，「安全審査 整理資料 第 47 条：通信連絡を行う
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補２－１４－３ 

 

ために必要な設備」の第１章「第47.2図 代替通信連絡設備の系統概要図」

に示す通り，制御建屋の中央制御室，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室，緊急時対策所，現場（屋内及

び屋外），再処理事業所外で多様かつ双方向の通信連絡が可能な設計とし

ている。また，「補足説明資料 2-8 容量設定根拠」において，通信連絡に

必要な数量を整理している。 

・可搬型通話装置 

・可搬型衛星電話（屋内用） 

・可搬型トランシーバ（屋内用） 

・可搬型衛星電話（屋外用） 

・可搬型トランシーバ（屋外用） 

 

（４）防護対策 

第 47 条(通信連絡を行うために必要な設備)は，通信連絡を行うために

必要な設備が対象であるため，防護対策に係る記載はない。 

 

３．影響評価ガイドに照らした確認 

  第 47 条の対象は通信連絡設備であり，影響評価ガイドで規定されてい

る発生源，防護対象者，検知手段及び防護対策の４つの観点のうち，検知

手段について２．の設計方針を踏まえた確認を行い，既許可の対応で妥当

であることを確認した。確認結果の概要を以下に示す（詳細は,別紙 1「有

毒ガス防護に係る申請書項目の整理表」の整理方法について，別紙 2 有毒

ガス防護に係る申請書項目の整理表参照）。 
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（１）検知手段 

影響評価ガイドの検知手段は以下としている。 

発生源 検知手段 

①敷地内の固定施設 有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する装置

及び有毒ガスの到達を検出するための装置 

②敷地内の可動施設 可動源に対する立会人による認知 

③敷地外の固定施設 敷地外からの連絡 

－消防，警察，海上保安庁，自衛隊 

－地方公共団体（例えば，防災有線放送，防災行

政無線，防災メール，防災ラジオ等） 

－報道（例えば，ニュース速報等） 

－その他有毒ガスの発生事故に係る情報源 

④共通 異臭がする等の異常の確認 

有毒ガスの発生又は到達を認知した場合や，上記

異常を確認した場合の通信連絡設備による伝達 

 

通信連絡設備は，④共通に該当し，有毒ガスの発生又は到達を認知し

た場合の連絡に用いる。重大事故時における①～③の有毒ガスの発生源

に対する検知手段については，技術的能力 1.0 で整理している。 

第 47 条では，設計基準事象の施設と兼用する通信連絡設備を用いて，

有毒ガスの発生（敷地内での異臭等の異常を含む）を認知した者（敷地

内の可動施設の立会人等），中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室，緊急時対策所，その他屋内外の所員が双方向に情報を

伝達可能である。また，設計基準事象の施設と兼用する通信連絡設備を

用いて，敷地外の固定施設からの有毒ガスの発生について外部機関から

の連絡を中央制御室で受けることが可能である。 

重大事故等時において，設計基準対象の施設である通信連絡設備が機

能喪失している場合は，代替通信連絡設備を用いて，有毒ガスの発生（敷

地内での異臭等の異常を含む）を認知した者，中央制御室，使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室，緊急時対策所，その他屋内外の所
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員が双方向に情報を伝達可能である。また，外部からの連絡についても，

代替通信連絡設備により連絡を受けることが可能である。 

設計基準対象の施設である通信連絡設備は，再処理施設およびその周

辺での有毒ガスを含む異常時において情報を伝達するために十分な種

類・数量を配備するため，上記対応により既許可への影響はない。また，

重大事故等対処設備として配備する代替通信連絡設備についても，現場

の状況把握，情報共有のために非常時対策組織の要員が用いるものであ

り，有毒ガス発生の連絡も内数に入っていることから，重大事故等対処

への影響もない。 

有毒ガスの発生を検知した場合の通信連絡を行うために必要な設備

の具体的使用方法を第 14-1 表に示す。 

以上のことから，新たに設置又は定めるべき検知手段はなく，既許可

の対応で妥当であることを確認した。 
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第 14-1 表 通信連絡を行うために必要な設備の使用方法 

No 発生源 使用方法 

1 敷地内可動施設  立会人が常時携帯している通信連絡設備（所内携帯電

話）により，中央制御室に連絡する。 

 中央制御室から各場所への連絡は，通信連絡設備（ペー

ジング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電

話）を用いて連絡する。 

 通信連絡設備が機能喪失している場合は，立会人は中央

制御室に口頭連絡するとともに，中央制御室からは代替

通信連絡設備である可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用），可搬

型トランシーバ（屋外用）を用いて連絡を行う。 

2 敷地外固定施設  外部機関からの連絡を中央制御室に配備する通信連絡

設備（一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話）で

受ける。 

 中央制御室から各場所への連絡は，通信連絡設備（ペー

ジング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電

話）を用いて連絡する。 

 通信連絡設備が機能喪失している場合は，外部機関又は

所内で臭気等の異常を検知した所員が携帯している代

替通信連絡設備（可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トラ

ンシーバ（屋外用））から中央制御室の代替通信連絡設備

（可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内

用））にて連絡を受ける。 

 中央制御室から各場所への連絡は，代替通信連絡設備

（可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内

用），可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トランシーバ（屋

外用））を用いて連絡を行う。 

3 予期せず発生する

有毒ガス 

 所内で臭気等の異常を検知した所員から，通信連絡設備

（所内携帯電話）により連絡する。あるいは，外部機関

からの連絡を中央制御室に配備する通信連絡設備（一般

加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話）で受ける。 

 中央制御室から各場所への連絡は，通信連絡設備（ペー

ジング装置，所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電

話）を用いて連絡する。 

 通信連絡設備が機能喪失している場合は，外部機関又は

所内で臭気等の異常を検知した所員が携帯している代

替通信連絡設備（可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トラ

ンシーバ（屋外用））から中央制御室の代替通信連絡設備

（可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内

用））にて連絡を受ける。 

 中央制御室から各場所への連絡は，代替通信連絡設備

（可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内

用），可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トランシーバ（屋

外用））を用いて連絡を行う。 
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４．整理資料への反映（再掲） 

 第 47 条(通信連絡を行うために必要な設備)に係る既許可の申請書及び整

理資料を確認した結果，既許可の対応で妥当であることを確認した。 

 追加要求事項に対する対応が必要な事項，及び記載の適正化・明確化が必

要な事項について，整理資料へ反映するものはない。 

 

＜追加要求事項への対応＞ 

 なし 

 

＜記載の適正化・明確化＞ 

 なし 

以上 

69



令和３年８月 19 日 R０ 

 
 
 
 

 

補足説明資料 2-14（４７条） 

別紙１ 
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別紙 1「有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表」の整理⽅法について 
 

補 2-14-別 1-1 
 

「大気（作業環境）の汚染事象」に対する既許可の対応について，以下の方法

で別紙-2 に整理表（4段表）としてまとめ，既許可の防護対策等に対し改めて考

慮すべき事項の有無についての確認を行い，既許可で考慮していた事項の妥当

性の確認を行う。 

 

1. 事業指定申請書（既許可） （左から 1列目） 

 事業指定申請書において有毒ガスに係る事項を抽出して条文毎に整理表を作

成し，整理表内で，本文-添付間の構成単位（以下「パート」という。）でまとめ，

影響評価ガイドの「６．有毒ガス防護に係る妥当性の判断」の項目（発生源，防

護対象者，検知手段及び防護対策）に該当する箇所を色塗りする。 

 

・発生源 

・防護対象者 

・検知手段 

・防護対策 

 

2. 既許可の対応 （左から 2列目） 

1.で色塗りした発生源，防護対象者，検知手段及び防護対策の項目毎に各パー

トの既許可の対応を整理する。必要に応じ，関係する条文の情報を含めて記載す

る。 

また，既許可の各条文の整理資料を確認し，発生源，防護対象者，検知手段及

び防護対策の観点で整理資料に更に具体的に記載されている場合は，これを含

めて整理する。（したがって，左から 1列目（1.の色塗り）と 2.の既許可の対応

が一致しないことがある。） 

 

3. 影響評価ガイドに基づく確認 （左から 3列目） 

2．で整理した既許可の対応（整理資料の内容を含む）について，パート単位

で発生源，防護対象者，検知手段，防護対策毎に，影響評価ガイドに示される有

毒ガス防護のための対応と比較し，「大気（作業環境）の汚染事象」に対する既

許可の対応について，既許可の対応で十分であるか，明確化もしくは追加すべき

事項として新たに考慮すべき事項の有無を整理する。 

 

3.1. 発生源 

「大気（作業環境）の汚染事象」について，各条文で考慮すべき事象の範囲

において，影響評価ガイドに示される有毒ガス発生源と比較して，新たに対象

とすべき発生源があるか。 
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＜影響評価ガイドの有毒ガス発生源＞ 

以下の有毒化学物質の揮発等（気体の漏えい及び液体の漏えいによる揮発）

により発生するもの及び他の化学物質等との反応によって発生するもの。 

 敷地内に保管されている有毒化学物質 

 敷地外（制御室から半径 10km 以内）に保管されている有毒化学物

質 

 敷地内で輸送される有毒化学物質 

 

3.2. 防護対象者 

「大気（作業環境）の汚染事象」から防護する者について，各条文で考慮す

べき防護対象者の範囲において，設計基準では①及び②，重大事故では①～③

を対象とし，その一部または全体が考慮されているか。 

＜影響評価ガイドの防護対象者＞ 

① 制御室にとどまる運転員（設計基準）/実施組織要員（重大事故） 

② 緊急時対策所内にとどまる要員 

③ 屋外で重大事故等対処を実施する要員 

 

3.3. 検知手段 

「大気（作業環境）の汚染事象」に対し防護措置を講じるために，影響評価

ガイドに示される各発生源に対応した検知手段と比較して，新たに対応すべき

検知手段があるか。 

＜影響評価ガイドの対応＞ 

以下の検知手段及びその手順と体制の整備。 

（敷地内の固定施設） 

 有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する装置及び有毒ガスの到達

を検出するための装置 

（敷地内の可動施設） 

 可動源に対する立会人による認知 

（敷地外の固定施設） 

 敷地外からの連絡 

－消防，警察，海上保安庁，自衛隊 

－地方公共団体（例えば，防災有線放送，防災行政無線，防災メール，

防災ラジオ等） 

－報道（例えば，ニュース速報等） 

－その他有毒ガスの発生事故に係る情報源 
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（共通） 

 異臭がする等の異常の確認 

 通信連絡設備による伝達 

 

3.4. 防護対策 

「大気（作業環境）の汚染事象」から防護対象者を防護するための対策につ

いて，影響評価ガイドに示される①～③の何れかの防護対策と比較して，新た

に対応すべき防護対策があるか。また，化学物質の漏えいに対して④の終息活

動の措置が取られているか。 

 

＜影響評価ガイドの防護対策＞ 

以下の防護対策及びその手順と体制の整備。 

① 換気空調設備の隔離（外気連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気

取入れの再開） 

② 制御室等の正圧化 

③ 空気呼吸具等（酸素呼吸器，防毒マスクを含む）の配備 

④ 敷地内の有毒化学物質の中和等の措置（終息活動） 

 

4. 整理資料への反映事項 （左から 4列目） 

 1.～3.の確認結果から，影響評価ガイドの項目（発生源，防護対象者，検知手

段及び防護対策）で既許可の対応を確認した結果に基づき，追加要求事項に対す

る対応が必要な事項及び記載の適正化・明確化が必要な事項を整理し，条文毎に

整理資料への反映事項を整理する。 

  

以上 
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  第 47 条 概要(補２-14-別２-1) 

【本文 四、A.ロ．(7)(i)(s)通信連絡設備】 

【添付書類六 1.9.47 通信連絡を行うために必要な設備】 

  通信連絡設備の設計方針(補２-14-別２-4) 

【本文 四、A.リ．(4)(x)通信連絡設備】 

【添付書類六 9.17.2 重大事故等対処設備】 

【添付書類六 9.17.2.2 設計方針】 

  所内通信連絡設備(補２-14-別２-7) 

【本文 四、A.リ．(4)(x)通信連絡設備】 

【添付書類六 9.17.2.4 系統構成及び主要設備】 

【添付書類六 第 9.17.2－１表（1） 通信連絡設備の一覧】 

【添付書類六 第 9.17.2－３表（１） 通信連絡設備及び代替通信連絡設備

の主要機器仕様】 

【添付書類六 第 9.17.2－１図 通信連絡設備の系統概要図】 

  所外通信連絡設備(補２-14-別２-10) 

【本文 四、A.リ．(4)(x)通信連絡設備】 

【添付書類六 9.17.2.4 系統構成及び主要設備】 

【添付書類六 第 9.17.2－１表（２） 通信連絡設備の一覧】 

【添付書類六 第 9.17.2－３表(1) 通信連絡設備及び代替通信連絡設備の

主要機器仕様】 

【添付書類六 第 9.17.2－１図 通信連絡設備の系統概要図】 

  代替通信連絡設備(補２-14-別２-14) 

【本文 四、A.リ．(4)(x)通信連絡設備】 

【添付書類六 9.17.2.4 系統構成及び主要設備】 

【添付書類六 第 9.17.2－２表 代替通信連絡設備の一覧】 

【添付書類六 第 9.17.2－３表(1) 通信連絡設備及び代替通信連絡設備の

主要機器仕様】 
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【添付書類六 第 9.17.2－２図 代替通信連絡設備の系統概要図 通信連

絡設備】 
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